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第2号被保険者

厚生年金

国民年金
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（出所）監修者作成

多
様
な
働
き
方
や
年
金
の

受
取
り
方
を
反
映
し
た
改
正
に

人
生
１
０
０
年
時
代
の
到
来
を
見
据
え
、

こ
れ
ま
で
よ
り
長
い
期
間
、
多
様
な
形
で
働

く
シ
ニ
ア
世
代
が
ま
す
ま
す
増
え
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。
そ
う
し
た
変
化
に
対

応
す
る
た
め
、
２
０
２
２
年
４
月
以
降
順
次
、

公
的
年
金
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
す【
図
表
１
】。

い
ず
れ
の
改
正
も
、
60
歳
以
降
の
働
き
方
や

年
金
の
受
け
取
り
方
の
選
択
肢
を
広
げ
る
内

容
と
な
っ
て
い
ま
す
。
新
し
い
制
度
の
活
用

法
を
理
解
す
れ
ば
、
老
後
の
年
金
額
を
増
や

す
こ
と
も
可
能
で
す
。
そ
れ
で
は
個
別
に
詳

し
く
見
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

人
生
１
０
０
年
時
代
に
向
け
た

公
的
年
金
制
度
５
つ
の
改
正

公
的
年
金
の
受
給
開
始
年
齢
の
引
き
上
げ
や
60
歳
定
年
の
延
長
に
よ
り
、
シ
ニ
ア
世
代
で

就
労
す
る
人
が
一
段
と
増
え
て
く
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
２
０
２
２
年
４
月
以
降
、

よ
り
長
く
働
く
こ
と
を
後
押
し
す
る
方
向
で
、
公
的
年
金
制
度
が
改
正
さ
れ
ま
す
。

【図表1】公的年金のしくみ

国
民
年
金
基
金

個
人
型

確
定
拠
出
年
金

個人型
確定
拠出年金
iDeCo

改正⑤

企
業
型
確
定
拠
出
年
金

個人型　確定拠出年金
iDeCo

保険料は全額自己
負担で、将来もら
える年金は、老齢
基礎年金のみ。国
民年金基金やiDeCo
に任意で加入でき
る。

保険料は会社と
折半で負担。将
来は老齢基礎年
金と老齢厚生年
金がもらえる。企
業年金などの制
度がある人も。

保険料は勤務先
と折半で負担。
将来は老齢基礎
年金と老齢厚生
年金がもらえる
ほか、退職給付
がある。

第2号被保険者に扶養
されている配偶者。
保険料の負担はな
し。将来もらえる年
金は、老齢基礎年金
のみ。iDeCoに任意で
加入できる。

改正
②③④ 改正①

iDeCo

個
人
型

確
定
拠
出
年
金

 DC

確
定
給
付
企
業
年
金

退
職
等
年
金
給
付

厚
生
年
金
基
金
＋（
代
行
部
分
）

iDeCo
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①  
受
給
開
始
の
上
限
年
齢
を

　

70
歳
か
ら
75
歳
に
引
上
げ

繰
下
げ
受
給
が

75
歳
ま
で
５
年
間
延
長

年
金
受
け
取
り
の
選
択
肢
が
拡
大

公
的
年
金
（
老
齢
基
礎
年
金
と
老
齢
厚
生

年
金
）
の
受
給
開
始
時
期
は
原
則
65
歳
と
決

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
し
か
し
、
希
望
す
れ
ば

受
取
り
開
始
年
齢
を
自
由
に
選
ぶ
こ
と
も
可

能
で
す
。

年
金
の
受
取
り
開
始
を
65
歳
よ
り
前
に
行

う
こ
と
を
「
繰
上
げ
受
給
」、
65
歳
よ
り
も

後
に
行
う
こ
と
を
「
繰
下
げ
受
給
」
と
呼
び

ま
す
。
繰
上
げ
受
給
の
場
合
、
60
歳
か
ら
受

給
開
始
で
き
ま
す
が
、
年
金
額
は
65
歳
で
受

給
開
始
す
る
場
合
に
比
べ
減
額
さ
れ
ま
す
。

繰
下
げ
受
給
の
場
合
、
65
歳
か
ら
受
給
開
始

す
る
よ
り
も
年
金
額
が
増
額
さ
れ
る
仕
組
み

と
な
っ
て
い
ま
す
。

２
０
２
２
年
3
月
ま
で
の
繰
下
げ
受
給
は
、

上
限
が
70
歳
で
、
毎
月
の
増
額
率
は
＋
０・７

％
。
70
歳
か
ら
受
給
開
始
し
た
場
合
、
65
歳

で
受
給
開
始
す
る
よ
り
も
年
金
が
＋
42
％
増

額
さ
れ
ま
す
。

今
回
の
改
正
で
は
、
繰
下
げ
受
給
の
開
始

時
期
の
上
限
が
５
年
間
延
長
さ
れ
、
75
歳
に

引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
（
但
し
、
２
０
２
２
年

3
月
以
前
に
70
歳
に
到
達
す
る
人
は
、
75
歳

ま
で
の
繰
下
げ
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
）。
75

歳
か
ら
受
給
開
始
し
た
場
合
、
毎
月
の
繰
下

げ
率
は
＋
０・７
％
で
据
え
置
き
の
た
め
、
＋

84
％
の
増
額
と
な
り
ま
す
【
図
表
２
】。

具
体
的
に
は
、
65
歳
か
ら
受
給
開
始
し

た
際
の
年
金
額
が
月
15
万
円
の
人
が
、
75

歳
ま
で
受
給
開
始

を
繰
り
下
げ
た
場

合
、
そ
の
受
給
額
は

月
27
万
６
０
０
０
円

に
増
加
し
ま
す
。
こ

れ
は
年
間
の
受
給
額

に
換
算
す
る
と
、
約

1
5
1
万
円
強
の
増

額
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、繰
上
げ
受

給
に
お
い
て
も
変

更
点
が
あ
り
ま
す
。

２
０
２
２
年
3
月
ま

で
の
繰
上
げ
受
給
は
、
下
限
が
60
歳
で
、
毎

月
の
減
額
率
は
▲
０・５
％
で
し
た
が
、
今
回

の
改
正
に
よ
っ
て
減
額
率
が
▲
０・４
％
に
縮

小
さ
れ
ま
し
た
（
対
象
は
２
０
２
２
年
4
月

以
降
60
歳
に
到
達
す
る
人
）。
下
限
の
60
歳
は

据
え
置
き
で
す
が
、
５
年
間
繰
り
上
げ
た
場

合
、減
額
率
は
現
在
の
▲
30
％
の
減
額
か
ら
、

▲
24
％
の
減
額
へ
と
縮
小
さ
れ
ま
す
。

減
額
率
は
縮
小
し
ま
す
が
、
65
歳
か
ら
受

給
開
始
し
た
際
の
年
金
額
が
月
15
万
円
の
人

が
、
受
給
開
始
を
60
歳
に
繰
り
上
げ
た
場
合
、

そ
の
受
給
額
は
月
11
万
４
０
０
０
円
に
ダ
ウ

ン
し
、
年
間
で
は
約
43
万
円
強
の
減
額
と
な

り
ま
す
。
ま
た
、

度
繰
上
げ
受
給
す
る
と
、

取
消
し
や
変
更
は
で
き
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、

「
年
金
を
で
き
る
だ
け
早
く
受
給
し
た
い
か

ら
」
と
い
う
理
由
で
繰
上
げ
受
給
を
利
用
し

な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。
ご
自
身
の
就
労
状

況
や
手
許
資
金
に
つ
い
て
し
っ
か
り
見
通
し

を
立
て
、
適
切
な
受
給
開
始
時
期
を
選
択
し

ま
し
ょ
う
。

実
際
、
65
歳
以
降
も
働
く
人
が
増
え
て
い

ま
す
。
年
金
受
給
時
期
を
遅
ら
せ
て
受
給
額

を
増
や
し
、
退
職
後
の
人
生
を
よ
り
豊
か
に

暮
ら
し
た
り
、
介
護
費
用
に
当
て
た
り
と
い

っ
た
活
用
法
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

な
お
、
老
齢
基
礎
年
金
と
老
齢
厚
生
年
金

は
両
方
を
同
時
に
繰
り
下
げ
る
こ
と
も
、
ど

ち
ら
か
一
方
だ
け
を
繰
り
下
げ
る
こ
と
も
可

能
で
す
。
そ
の
た
め
、
老
齢
厚
生
年
金
は
65

歳
か
ら
受
給
し
、
老
齢
基
礎
年
金
の
み
75
歳

ま
で
繰
り
下
げ
る
な
ど
、
自
分
の
老
後
資
産

の
状
況
や
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
な
ど
に
照
ら
し
合

わ
せ
な
が
ら
、
柔
軟
に
繰
下
げ
制
度
を
活
用

し
て
い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

② 

短
時
間
労
働
者
の
厚
生
年
金
加
入
の

　

適
用
対
象
を
拡
大

パ
ー
ト
や
ア
ル
バ
イ
ト
が

厚
生
年
金
に
加
入
し
や
す
く
な
る

現
在
、
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
な
ど
の

短
時
間
労
働
者
の
厚
生
年
金
加
入
は
、
社

会
保
険
が
適
用
さ
れ
る
事
業
所
で
働
い
て

い
る
こ
と
に
加
え
、
い
く
つ
か
の
条
件
を
満

た
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。
具
体
的
に
は
、「
従

業
員
数
が
５
０
０
人
超
の
事
業
所
」、「
週
の

所
定
労
働
時
間
が
20
時
間
以
上
」、「
賃
金

が
月
額
８
万
８
０
０
０
円
以
上
」、「
継
続
し

て
１
年
以
上
雇
用
さ
れ
る
見
込
み
が
あ
る
」

な
ど
で
す
。

今
回
の
改
正
に
よ
っ
て
、
こ
う
し
た
条
件

の
う
ち
２
つ
が
緩
和
さ
れ
ま
す
。
一
つ
目
は
、

短
時
間
労
働
者
を
雇
う
事
業
所
の
規
模
で

す
。
現
行
は
従
業
員
５
０
０
人
超
が
対
象
で

す
が
、
２
０
２
２
年
10
月
か
ら
は
１
０
０
人

超
ま
で
条
件
が
引
き
下
げ
ら
れ
、
さ
ら
に

２
０
２
４
年
10
月
か
ら
は
50
人
超
の
事
業
所

ま
で
範
囲
が
段
階
的
に
拡
大
さ
れ
る
こ
と
に

な
り
ま
す
。
二
つ
目
は
、
短
時
間
労
働
者
の

勤
務
時
間
に
つ
い
て
で
す
。
こ
れ
ま
で
の
１
年

以
上
と
い
う
条
件
か
ら
、
２
カ
月
以
上
雇
用

【図表２】繰下げ受給の受給率と受給額

（出所）監修者作成

受給方法 請求時年齢 受給率 受給額

本来請求 65歳0カ月 100% 15万円

繰り下げ受給

66歳0カ月 108.4% 16万2,600円

67歳0カ月 116.8% 17万5,200円

68歳0カ月 125.2% 18万7,800円

69歳0カ月 133.6% 20万400円

70歳0カ月 142.0% 21万3,000円

71歳0カ月 150.4% 22万5,600円

72歳0カ月 158.8% 23万8,200円

73歳0カ月 167.2% 25万800円

74歳0カ月 175.6% 26万3,400円

75歳0カ月 184.0% 27万6,000円

※金額は65歳での年金受給額が15万円の人が繰下げ受給した場合

2022年
4月から

※2022年4月以
降に70歳になる
人は75歳まで繰
り下げることが
できる。
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さ
れ
る
見
込
み
が
あ
れ
ば
、
厚
生
年
金
の
加

入
対
象
と
な
り
ま
す
【
図
表
３
】。

こ
れ
に
よ
っ
て
、
こ
れ
ま
で
国
民
年
金
に

し
か
加
入
で
き
な
か
っ
た
短
時
間
労
働
者

が
厚
生
年
金
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ

う
に
な
り
ま
す
。
受
け
取
る
年
金
を
国
民

年
金
と
厚
生
年
金
に
す
る
と
、
国
民
年
金
の

み
に
加
入
し
て
い
る
場
合
に
比
べ
て
、
将
来

受
け
取
る
年
金
額
は
増
え
ま
す
。
具
体
的
に

は
、
月
収
８
万
８
０
０
０
円
の
人
の
場
合
、

厚
生
年
金
へ
の
加
入
期
間
が
１
年
で
年
額

５
４
０
０
円
、
10
年
で
年
額
5
万
４
７
０
０
円

も
年
金
受
給
額
が
増
額
し
ま
す
。

国
民
年
金
に
し
か
加
入
で
き
な
か
っ
た
非

正
規
社
員
や
、
定
年
後
も
継
続
し
て
パ
ー
ト

な
ど
で
働
く
65
歳
以
降
の
シ
ニ
ア
短
時
間
労

働
者
に
と
っ
て
は
、
今
回
の
改
正
は
年
金
受
給

額
を
増
や
す
大
き
な
チ
ャ
ン
ス
と
言
え
ま
す
。

③
働
く
シ
ニ
ア
（
60
〜
64
歳
）
の
年
金
支
給

停
止
・
減
額
基
準
の
緩
和

働
き
な
が
ら
年
金
を
受
け
取
る

在
職
老
齢
年
金
の

支
給
停
止
・
減
額
基
準
が
緩
和

働
き
な
が
ら
老
齢
厚
生
年
金
を
受
給
す

る
場
合
は
、
月
収
（
毎
月
の
賃
金
＋
１
年
間

の
賞
与
÷
12
）
と
老
齢
厚
生
年
金
月
額
の
合

計
額
が
一
定
基
準
を
超
え
る
と
、
年
金
額
が

減
額
ま
た
は
支
給
停
止
と
な
る
「
在
職
老
齢

年
金
」
制
度
の
適
用
を
受
け
ま
す
。
減
額
ま

た
は
支
給
停
止
と
な
る
合
計
額
の
基
準
月
額

は
、
こ
れ
ま
で
60
〜
64
歳
で
は
28
万
円
、
65

歳
以
降
で
は
47
万
円
に
設
定
さ
れ
て
い
ま
し

た
。
特
に
28
万
円
の
基
準
月
額
は
な
か
な
か

厳
し
く
、「
特
別
支
給
の
老
齢
厚
生
年
金
」

を
受
け
取
る
会
社
員
な
ど
の
中
に
は
、「
在
職

老
齢
年
金
」
制
度
が
適
用
さ
れ
て
年
金
が
減

額
さ
れ
て
い
る
人
も
少
な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

今
回
の
改
正
で
は
、
60
〜
64
歳
の
減
額

ま
た
は
支
給
停
止
基
準
月
額
が
、
現
行
の

28
万
円
か
ら
47
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま

す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、
２
０
２
２
年
４
月

以
降
は
、
月
収
と
年
金
月
額
の
合
計
額
が

47
万
円
ま
で
で
あ
れ
ば
、
年
金
は
減
額
さ

れ
る
こ
と
な
く
全
額
受
け
取
れ
る
よ
う
に

な
り
ま
す
【
図
表
４
】。

例
え
ば
、
60
代
前
半
の
人
が
老
齢
厚
生
年

金
を
月
10
万
円
、
月
収
を
25
万
円
受
け
取

る
場
合
、
現
行
で
は
合
計
額
の
35
万
円
が
基

準
額
の
28
万
円
を
超
え
る
た
め
、
所
定
の
計

算
式
（〈
総
報
酬
月
額
相
当
額
＋
基
本
月
額
-

28
万
円
〉
╳
2
分
の
１
）
に
し
た
が
っ
て
、
年

金
が
毎
月
３
万
５
０
０
０
円
減
額
さ
れ
、
月
収

と
あ
わ
せ
て
受
取
額
は
31
万
５
０
０
０
円
で
し

た
。
こ
れ
が
、
２
０
２
２
年
４
月
以
降
は
、
基

準
額
が
47
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
で
、

年
金
を
減
額
さ
れ
る
こ
と
な
く
月
収
と
あ
わ
せ

て
35
万
円
受
け
取
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

こ
れ
ま
で
の
28
万
円
基
準
で
は
、
２
０
２

２
年
度
の
在
職
受
給
者
の
ほ
ぼ
半
数
に
当
た

る
約
37
万
人
が
支
給
停
止
・
減
額
対
象
と
な

る
と
厚
生
労
働
省
は
推
計
し
て
い
ま
す
。
し

か
し
、
今
回
基
準
額
が
47
万
円
へ
と
大
幅
に

引
き
上
げ
ら
れ
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
同
対
象

者
は
約
11
万
人
に
減
る
見
込
み
で
す
。

④
在
職
中
の
老
齢
厚
生
年
金
受
給
者
（
65
歳

以
上
）
の
年
金
額
を
毎
年
定
時
に
改
定

65
歳
以
降
も
働
く
人
に
朗
報

70
歳
ま
で
毎
年
年
金
が
増
え
る

厚
生
年
金
は
、
会
社
で
働
い
て
い
れ
ば
、

70
歳
ま
で
加
入
し
続
け
る
こ
と
が
可
能
で
す
。

よ
っ
て
、
働
き
続
け
て
い
る
間
は
、
年
金
を

受
給
で
き
る
年
齢
に
な
っ
て
も
会
社
と
折
半

で
保
険
料
を
納
め
な
け
れ
ば
い
け
ま
せ
ん
。

現
行
で
は
、
65
歳
以
上
で
老
齢
厚
生
年
金

を
受
け
取
り
な
が
ら
働
い
て
い
る
場
合
、
厚

生
年
金
被
保
険
者
の
資
格
喪
失
時
（
退
職
も

し
く
は
70
歳
に
到
達
し
た
月
）
ま
で
、
年
金

額
は
再
計
算
さ
れ
ま
せ
ん
。
し
た
がって
、
保

険
料
を
毎
月
納
付
し
て
い
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
65
歳
か
ら
資
格
喪
失
時
ま
で
の
年
金
受

給
額
は
、
65
歳
時
ま
で
の
年
金
支
払
額
を
ベ

ー
ス
に
計
算
さ
れ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
今
回
の
改
正
に
よ
っ
て
、
65
歳

以
上
で
老
齢
厚
生
年
金
を
受
け
取
り
な
が
ら

働
い
て
い
る
場
合
、
在
職
中
で
あ
っ
て
も
毎

年
１
回
年
金
額
の
改
定
が
行
わ
れ
る
よ
う
に

な
り
ま
す
。
つ
ま
り
、
65
歳
か
ら
資
格
喪
失

時
ま
で
に
納
め
た
保
険
料
に
よ
っ
て
、
年
金

受
給
額
が
毎
年
増
え
る
よ
う
に
な
る
の
で
す
。

（出所）監修者作成

【図表3】短時間労働者に対する社会保険の適用拡大スケジュール

【図表4】在職老齢年金の支給停止・減額の基準の変更

対象 要件 現行 2022年10月～
（改正）

2024年10月～
（改正）

事業所 事務所
の規模 500人超 100人超 50人超

短時間
労働者

労働
時間

週の所定労働時間
が20時間以上

賃金 月額8万8,000円
以上

勤務
期間

継続して1年以上
の見込み

（出所）監修者作成

改正後

現行

年金額の一部
または全額が
支給停止

月　　収：「その月の標準報酬月額」＋「直近１年間の賞与の合計額÷12」
※年金用語では「総報酬月額相当額」といいます。

年金月額：  老齢厚生年金（年額）を12で割った額
※年金用語では「基本月額」といいます。

60～64歳 28万円を超える

60～64歳 月収＋年金月額 47万円を超える

65歳以上 47万円を超える

継続して2カ月以上
の見込み

変わらず

が

月収＋年金月額

月収＋年金月額

が

が 47万円を超える

変更なし

変更なし
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例
え
ば
、
65
歳
以
降
に
月
額
賃
金
を

20
万
円
受
け
取
り
、
厚
生
年
金
に
加
入
し

て
い
る
場
合
に
は
、
年
金
受
給
額
が
年
間
約

１
万
３
０
０
０
円
ず
つ
毎
年
増
え
て
い
く
こ
と

に
な
り
ま
す
。
同
様
に
月
額
賃
金
が
30
万
円

の
場
合
は
、
年
金
受
給
額
が
年
間
約
２
万
円

ず
つ
毎
年
増
え
て
い
く
こ
と
に
な
り
ま
す
【
図

表
５
】。

65
歳
以
降
も
働
き
な
が
ら
年
金
受
給
額
が

増
え
る
仕
組
み
が
で
き
た
こ
と
で
、
長
く
働

く
後
押
し
と
な
り
、
老
齢
基
礎
年
金
だ
け
で

も
繰
下
げ
受
給
し
た
い
場
合
な
ど
に
、
一
歩

踏
み
出
し
や
す
く
な
り
そ
う
で
す
。

⑤ 

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
の

　

加
入
可
能
要
件
の
見
直
し

確
定
拠
出
年
金
が

よ
り
使
い
や
す
く
進
化

確
定
拠
出
年
金
は
、
公
的
年
金
に
上
乗
せ

で
き
る
私
的
年
金
の
制
度
で
す
。
主
に
、
掛

金
を
企
業
側
が
負
担
す
る
企
業
型
確
定
拠
出

年
金
（
企
業
型
Ｄ
Ｃ
）
と
、
個
人
が
任
意
で

加
入
す
る
個
人
型
確
定
拠
出
年
金
（
ｉ
Ｄ
ｅ

Ｃ
ｏ
）
の
２
種
類
が
あ
り
ま
す
。

今
回
の
改
正
で
は
、
確
定
拠
出
年
金
の

加
入
可
能
年
齢
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。

２
０
２
２
年
５
月
か
ら
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
加

入
可
能
要
件
に
つ
い
て
は
、
現
在
の
65
歳
未

満
か
ら
70
歳
未
満
に
、
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
に
つ
い

て
は
、
現
在
の
60
歳
未
満
が
65
歳
未
満
に
な

り
ま
す
【
図
表
６
】。
こ
う
し
た
加
入
可
能
年

齢
の
引
上
げ
に
よ
り
、
60
歳
以
上
で
厚
生
年

金
被
保
険
者
（
第
2
号
被
保
険
者
）・
国
民

年
金
被
保
険
者
（
第
1
号
ま
た
は
第
3
号
被

保
険
者
）
で
あ
れ
ば
、
こ
れ
ま
で
よ
り
運
用
期

間
が
長
く
取
れ
る
た
め
、
確
定
拠
出
年
金
を

始
め
る
時
期
が
遅
く
な
って
も
加
入
す
る
メ
リ

ッ
ト
が
得
ら
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
２
０
２
２
年
４
月
か
ら
受
給
開
始

時
期
等
の
選
択
肢
も
拡
大
さ
れ
ま
す
。
企
業

型
Ｄ
Ｃ
と
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
共
に
、
現
行
で
は
60

歳
か
ら
70
歳
の
間
で
、
各
個
人
に
お
い
て
受

給
開
始
時
期
を
選
択
で
き
ま
す
が
、
今
回
の

改
正
に
よ
っ
て
、
受
給
開
始
の
上
限
年
齢
は

75
歳
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す
。
な
お
、
受
け

取
り
方
は
、
74
歳
ま
で
は
「
年
金
と
し
て
分

割
」、「
一
時
金
と
し
て
ま
と
め
て
」、「
両
者

の
組
み
合
わ
せ
」
か
ら
選
択
で
き
ま
す
（
注
）

が
、
75
歳
に
達
す
る
と
、
一
時
金
と
し
て
ま

と
め
て
受
け
取
る
以
外
の
方
法
が
取
れ
な
く

な
る
た
め
、
注
意
が
必
要
で
す
。

　

 （
注
） 詳
し
く
は
『
く
ら
し
塾 

き
ん
ゆ
う
塾
』

２
０
２
１
年
秋
号
の
「
そ
こ
が
知
り
た
い　

く
ら
し
の
金
融
知
識
」を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

今
回
の
改
正
で
は
、
さ
ら
に
も
う
１
点
重

要
な
ポ
イ
ン
ト
が
あ
る
た
め
、
最
後
に
見

て
お
き
ま
し
ょ
う
。
企
業
型
Ｄ
Ｃ
加
入
者
の

ほ
と
ん
ど
は
、
現
行
の
制
度
上
で
は
ｉ
Ｄ
ｅ

Ｃ
ｏ
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
で
し

た
。
そ
れ
は
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
の
加
入
に
か
か
る

労
使
の
合
意
や
規
約
の
定
め
の
変
更
を
し

な
い
と
認
め
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
背

景
に
あ
り
ま
し
た
。
そ
れ
が
２
０
２
２
年
10

月
か
ら
は
、
そ
の
よ
う
な
こ
と
を
せ
ず
と
も
、

一
定
の
条
件
を
満
た
し
て
い
れ
ば
、
本
人
の

意
思
だ
け
で
月
額
２
万
円
ま
で
の
範
囲
で
、

企
業
型
Ｄ
Ｃ
加
入
者
が
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
を
利
用

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
よ
っ
て
、

よ
り
幅
広
い
人
が
ｉ
Ｄ
ｅ
Ｃ
ｏ
を
活
用
で
き

る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

シ
ニ
ア
世
代
が
、
従
来
以
上
に
長
く
働
く

よ
う
に
な
り
、
そ
の
存
在
感
が
高
ま
っ
て
い

ま
す
。
高
齢
期
を
支
え
る
年
金
制
度
の
仕
組

み
や
、
今
回
見
て
き
た
よ
う
な
改
正
を
理
解

し
、
多
様
な
働
き
方
、
生
き
方
を
通
じ
て
豊

か
な
老
後
を
築
い
て
い
き
た
い
も
の
で
す
。

【図表6】iDeCoに加入できる年齢の要件

第1号被保険者
（自営業者・フリーランス等）

第2号被保険者
（会社員・公務員等）

第3号被保険者
（専業主婦(夫)等）

海外居住者

一部対象となる
ケースあり（任意加入）

20歳 60歳 65歳

延長できる

（出所）監修者作成

（出所）監修者作成

70歳

在職定時改定による年金額増額分
【図表5】在職定時改定の仕組み

改正前は、退職するか70歳に到達した後「退職決定」で年金がまとめて増額される仕組
み。改正後は、毎年1回、納めた保険料が年金額に反映される。

老齢厚生年金

老齢基礎年金

68歳 69歳

毎年1回の改定

65歳 66歳 67歳
（70歳まで就労のケース）

ピンクは従来（2022年4月以前）の加入対象。青は2022年5月以降の新たな加入対象
※1　国民年金に任意加入している第1号または第3号被保険者
※2　20歳未満で、厚生年金保険適用事業所で働く第2号被保険者

※1

一部対象となる
ケースあり（任意加入）

※1

（2022年5月～）

監修
井戸 美枝  （いど・みえ）

社会保険労務士。ファイナンシャル・プラ
ンナー（CFP®）、前社会保障審議会企業
年金個人年金部会委員、国民年金基金連
合会理事（非常勤）
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